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1．機器更新の課題
　1964年の開設以来，LL教室は幾度もの機器更新を繰り返しながら現在に
至っている。2006年における生田第 5次，神田第 3次の機器更新で，LL教
室のフルデジタル化を実現して以降だけを見ても，大学をめぐる情報環境は
激変しており，それに対応するべく平成 26年度（2014）の新年度に実施さ
れた機器更新においては，新しいシステム導入と共に，情報科学センターと
のサーバー統合が大きな課題であった。関係諸機関のご協力によるサーバー
統合を実現した結果，学生のログイン IDが全学で統一化され，それに合わ
せて，英語の e-learning教材の全学開放を行うなど，学生の学習環境の大幅
な改善が行われた。その結果は，平成 26年度の自習室の学生利用率の激増（前
年度比：生田約 10倍，神田約 7.6倍）に現れている。旧来の「LL（Language 
Learning）教室」の名称も，PC主体の実態に合わせた「CALL（Computer 
Assisted Language Learning）教室」へと変更し，さらに運営主体である「LL
研究室」も，単なる教室の運営組織から，より広く専修大学の外国語教育の
内容と環境の改善をめざす「外国語教育研究室」へと名称変更を行った。
2．準備と検討経過
　機器更新と情報科学センターとの統合の準備は，二年がかりで行われた。
平成 23年 5月の第 1回 LL研究室運営委員会において，機器更新までのスケ
ジュールを確認したのを皮切りに，その後も運営委員会やコンピュータ委員
会において，ソフトの選定を中心に，アンケートの実施や他大学の視察等に
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ついて審議し，実行した。具体的には，先進的な取り組みを行っている四つ
の大学（立教大学新座キャンパス・平成 24年 1月 12日，学習院女子大学・
1月 27日，立命館大学びわこ・草津キャンパス・3月 8日，神戸女学院大学・
3月 9日）の見学を，情報科学センターの職員と共に実施。
　機器更新にともなう担当教員へのアンケートは，平成 23年 11月と平成 25
年 7月に実施し，ソフトを含む導入機器類の選定の材料として活用したうえ
で，平成 24年 3月 2日には現行の統合ソフトの見直しのために複数業者の
デモンストレーションを行い，兼任講師も含む LL担当教員，室員，運営委
員合同での全員での比較検討。よりシンプルで，使い勝手がよく，リーズナ
ブルで，しかも CALL教室としてのみならず，単なる PC教室としてもスト
レスなく使用可能と思われる新たな統合ソフトの採用を決定した。
　ハード面も含む情報科学センターとの意見交換は平成 24年 1月 25日から
始めた。同 6月には情報科学センター長あてに「教育研究用コンピュータシ
ステムとの統合に関する LL研究室からの要望書」を提出し，それ以降の約
1年間は，情報科学センターが業者に提示するための「次期教育研究用コン
ピュータシステム要求仕様」の内容について，たびたび詳細な確認・修正作
業を行った。平成 25年 6月に導入業者が決定してからは，7月から 12月に
かけて，業者を交えた正式な打合せ「次期教育・研究用コンピュータシステ
ム LL教室WG（ワーキンググループ）」だけでも 6回を数え，もちろんそれ
以外にも適宜，個別の折衝が幾度も実施された。
3．機器更新と情報科学センターとの統合の結果の詳細
　情報科学センターとのシステム統合の効果は，統合 1年目の平成 26年度
における PC利用の激増（生田・10倍，神田・7.6倍）と，すでに十分すぎ
るほどに明らかになっている。IDとパスワードを共通化したことで，PCや
インターネット利用の学生ストレスが格段に軽減した効果と思われる。
　この環境を生かすべく，従来，国際交流センター等で部分的に行っていた
e-learning教材をさらに充実させて，3種類の英語学習の e-learning教材の全
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学的な導入を行い，インターネット環境さえあれば，全学生が，学内からで
も学外からでも，「いつでも」「どこでも」「何度でも」「無料で（！）」利用
可能となった。これは最初の診断テストによって，自分の実力に合ったレベ
ルから始めることができ，大意のリスニングや，語彙や文法等，様々な質問
に答えながら，何度でも繰り返して聞いたり，説明を読みかえしたりできる。
英語部会の協力も得て，英語の正規授業の中に e-learning教材利用を組み込
むことも可能となった。
　PCと CALLシステムの更新にあたっては，前期授業当初に 4週間，後期
授業当初に 2週間，サポート人材の派遣を，教務課の支援によって実施。た
だしこの点に関しては，まだ幾つかの問題点を抱えている。新しい CALLシ
ステムの CaLaboは，情報科学センターとも共通化したソフトであるが，た
だし語学用の機能を強化したものであり，室員の更新アンケートでも強い支
持を得ていたように，煩雑なボタン操作が簡略化されて，以前よりも格段に
使いやすくなった。ごく些細なトラブルを除いて，一年間の使用において，
特段の支障はきたしていない。情報科学センターとのシステム統合の結果，
語学用の教材編集に使用するソフトウェアの導入などが自由に行えず，長期
休暇の際のみに限定されるマイナスもあるが，大きな問題ではない。
　外国語教育研究室の施設・運営組織
　施設：
　　生田キャンパス
　　　1号館地下 1階　CALL教室A・B・C・Dの4室+自習室1室（PC計　176台）
　　　　 　　　　 　　教材準備室　（PC　2台）
　　　10号館 1階　　 情報コアゾーン2の情報科学センター兼用＋受付（PC　51台）
　　神田キャンパス
　　　1号館地下 1階　CALL教室 1室＋自習室 1室（PC計　47台）
　　　　　　　　　　教材準備室　（PC　1台）　
　　　　　　　　　　マルチラーニングルームの情報科学センター兼用（PC　10台）
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　運営：
　CALL教室の諸施設を管理運営し，専修大学の外国語教育活動を支援す
るために，CALL教室を使用している外国語教育研究室室員会議と，専任
教員 13名による外国語教育研究室運営委員会により運営。
4．今後の専修大学の外国語教育の充実のために
　第一に，PC環境の整備に対応したテクニカルなサポート体制が，必ずし
も十分とは言えない。システム統合の結果，サーバー管理が不必要になった
ことから，業者委託による技術サポートの配置は，学期初めの短期間のみの
態勢とし，それ以外の期間のサポートは，事務職員が対応している。サポー
ト配置期間の技術サポートスタッフによる対応の内容は，ソフト・周辺機器・
PCについての教員からの問い合わせ，機器操作等に関する確認・検証作業
等，様々である。技術サポート不在期間にも，それぞれの月平均で，生田で
30～ 40件，神田では 20件程度発生しており，これについては事務職員が対
応している。従って，特に技術サポート体制の改善には，課題が残されている。
　ハードに関することは，情報科学センターで丁寧に対応していただけるが，
PC関係の問題の性質上，間接的な説明では煩雑になることが多く，さらに
CALL教室の独自仕様のソフトに関しては，大きな問題は生じていないもの
の，対応に時間がかかる場合もある。専修大学において情報機器や教育支援
ソフトを有効活用した教育を活性化するために，今後，CALLはもちろん，
大学全体の情報機器に対するサポート体制の更なる充実が，ますます必要に
なると思われる。
　第二に，今後は情報科学センターのみならず，図書館や国際交流センター
の諸活動との連携を進めることが，外国語教育における全学的な効果が大き
い。将来的には，図書館や国際交流センターの様々な活動と外国語教育研究
室や情報科学センターなどが，大きく連携するイメージを明確にし，例えば
PC利用に合わせた共通ライブラリー環境などを学生に提示することで，専
修大学全体の国際化やコミュニケーション力を高める言語教育政策のイメー
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ジを，広く外部に発信できると思われる。この点で，キャンパス構想委員に
外国語，特に CALL関係へのヒアリングを充分に組み込む必要がある。生田
においても，学生の動線から離れた現在の CALL教室の位置を改善して，図
書館・情報科学センター・国際交流センター等と連携したような生田キャン
パス再構築をも強く要望する。また，神田新キャンパスにおいても，図書館
や国際交流との連携が，学生目線で目に見える形になる必要があると思われ
る。
　第三に学内組織上での課題がある。これに関しては，LL研究室を「外国
語教育研究室」と名称変更したことによって，単に CALL教室の機器利用の
みに限定されずに，より広い社会的・文化的興味関心に支えられた外国語教
育を推進することに対して，一定程度の学内アピールができたと思われる。
今後は，研究室としての組織の実質化が課題となる。英語部会，英語以外の
外国語部会，文学部英語英米文学科，もちろん教務課と，それらのみならず，
国際交流センターや図書館の諸活動とも幅広く連携して，CALL教室の情報
機器の利用の活性化はもとより，専修大学全体の外国語教育の質を改善する
努力をすすめる必要がある。
